

















































求の 86％ は救済給付が行なわれ，14％ が不支給と
の結果である．給付の内容としては副作用による疾
病の治療に要した医療費（自己負担分の実費償還），
治療に伴う医療費以外の費用負担に対する医療手
当，副作用により日常生活が著しく制限される程度
以上の障害を有する被害者に対する障害年金（18 歳
未満では障害養育年金），生計維持者が副作用によ
り死亡した場合は遺族の生活の立て直しを目的とす
る遺族年金，生計維持者以外が死亡した場合の遺族
一時金，副作用より死亡した人の葬祭のための葬祭
料がある．これらの給付金の原資は医薬品製造販売
業者から販売額に応じて定率に拠出される一般拠出
金と給付対象事例ごとの付加拠出金とでまかなわれ
る．救済申請の注意点については PMDAにおいて
本業務に携わっておられた臨床薬理学部門，内田直
樹先生にご寄稿をお願いした．
　医療従事者には医薬品による重篤な副作用を早期
に発見し，適切に対処することより患者の健康被害を
最小限にとどめるよう努力する責務がある．厚生労働
省により重篤副作用疾患別対応マニュアルが作成され
ており，厚生労働省もしくはPMDAのホームページ
上に公開され，ダウンロードが可能である．本特集で
は代表的な重篤副作用について，学内における各疾患
の専門家に本マニュアルをもとに対処法，特に早期診
断のポイント，専門医へ紹介するタイミングを中心に
解説をお願いした．これらの情報が稀ではあるが重篤
な副作用に遭遇したときに参考になれば幸いである．
